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平成 19 年 3 月期 決算短信 
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上 場 会 社 名        日立ビジネスソリューション株式会社    上場取引所 東証第一部 
コ ー ド 番 号         ４７３８                            Ｕ Ｒ Ｌ http://hitachi-business.com/ 
代  表  者 （役職名）取締役社長 （氏名）木村 伊九夫 
問合せ先責任者 （役職名）総務部長  （氏名）宮本 政憲        ＴＥＬ (045) 224－6111      
定時株主総会開催予定日  平成 19 年 6 月 20 日 配当支払開始予定日 平成 19 年 6 月 21 日 
有価証券報告書提出予定日 平成 19 年 6 月 21 日  
  
１．19 年 3月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日） ［記載金額は百万円未満切捨て表示］ 
（注）当社は、当期（平成 19 年 3 月期）より連結財務諸表を作成しているため、前期（平成 18 年 3 月期） 

の連結数値及び対前期増減率、また、配当の状況欄に関しては、前期の配当性向及び純資産配当率 
について、記載しておりません。 
 

 (1)連結経営成績                              （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％
19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

14,014       － 
－       － 

705       － 
－       －

760       － 
－       － 

△ 121       － 
－       －

 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        
自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円   銭  円   銭 ％ ％ ％

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

△ 8   47 
－      

－      
－      

△ 1.1 
－ 

5.1 
－ 

5.0 
－ 

(参考) 持分法投資損益 19 年 3 月期     －百万円  18 年 3 月期     －百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％  円   銭

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

14,760 
－ 

10,722 
－ 

72.6 
－ 

749   83 
 －      

(参考) 自己資本       19 年 3 月期   10,722 百万円  18 年 3 月期     －百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

826 
－ 

△ 338 
－ 

△ 416 
－ 

2,538
－

 
 
２．配当の状況 
 １株当たり配当金 

（基準日）
中間 
期末 期末 年間 

配当金 
総 額 
(年間) 

配当性向
（連結）

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
18 年 3 月期 
19 年 3 月期 

7 00 
7 00 

7 00
7 00

14 00
14 00

200 
200 

－ 
－ 

－ 
1.8 

20 年 3 月期（予想） 7 00 7 00 14 00  36.4  
 
 
３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円   銭

中 間 期 
通    期 

7,400   9.6 
15,300   9.2 

390   0.9 
910  29.0 

410   0.1 
950  24.9 

250   0.2 
550    － 

17   48 
38   46 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本
となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
(注) 詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む）19 年 3 月期 14,300,000 株 18 年 3 月期 14,300,000 株 
②期末自己株式数                    19 年 3 月期         105 株 18 年 3 月期        105 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、25 ページ「１株当たり情

報」をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１．19 年 3月期の個別業績(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日) ［記載金額は百万円未満切捨て表示］ 
(1)個別経営成績                            （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

19年3月期 
18年3月期 

13,533   △ 0.5 
13,594   △ 0.9 

947     14.6 
827     25.5 

1,008     14.5 
881     21.4 

△ 137       － 
500     95.3  

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        
  円   銭  円   銭
19年3月期 
18年3月期 

△ 9   59 
31   51 

－      
－       

(2)個別財政状態 
 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％  円   銭
19年3月期 
18年3月期 

14,514 
14,634 

10,706 
11,073 

73.8 
75.7 

748   72 
770   90 

(参考) 自己資本       19 年 3 月期   10,706 百万円  18 年 3 月期   11,073 百万円   
２．20 年 3月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり

当期純利益
    百万円    ％    百万円  ％   百万円  ％   百万円    ％ 円   銭

中 間 期 
通    期 

 7,100    9.3 
14,700    8.6 

   370 △15.4 
   870 △ 8.2 

   390 △15.5 
   910 △ 9.8 

   220 △22.4 
   510     － 

15   38 
35   66 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※ 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び、 
合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる 
可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい 
ては、３ページ「1．経営成績 1．1経営成績に関する分析」をご参照ください。 
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１. 経営成績 

１.１ 経営成績に関する分析 

（１）当期の経営成績 

わが国経済は、企業部門を中心に好調を持続し、景気は緩やかな拡大基調で推移しています。

情報サービス産業も、安定した国内景気を背景に、内部統制システム構築の新たな需要の立ち上

がりや、企業の IT 投資意欲の高まりなどを反映し、業界全体として好調を維持しております。

しかしながら、顧客の求めるコストパフォーマンスや提案内容の差別化要求は高まる一方で、ベ

ンダ選別の環境はますます厳しさを増しており、個々の企業は熾烈な競争にさらされています。

こうした中、当社グループは、市場ニーズにマッチした魅力ある独自製品を持つことが IT 業界

で生き残るための必須条件であるという認識のもと、積極的な受注活動を展開するとともに、高

い技術力を活かしたパッケージやソリューションを開発し、新たな事業分野の開拓に努めてまい

りました。 

 
システムソリューション事業では、業種特化型 CRM パッケージ製品として「メガネ専門店向け

顧客管理システム(OSPAC-SS1)」を新規開発するとともに、「調剤薬局向け電子薬歴情報システム

(とまと)」をリニューアルし、両製品の販売を開始しました。また、「広告代理店向け販売管理

システム(ADsys)」を機能拡充し、大手新聞社系代理店 2社より受注しました。 

司法書士向けソリューションでは、機能強化版パッケージ「サムポローニア Neo/DC」を子会社

㈱ピスクより販売開始し、６社より受注しました。 

セキュリティ分野では、「DoMobile CSE」の機能エンハンス版と㈱日立製作所のシンクライアン

ト PC とを組み合わせたソリューションの販売を開始し、携帯電話をシンクライアント化する

「A3BROWSER(エー・キューブ・ブラウザ)」および携帯電話を業務端末として活用する「ケータイ

快作シリーズ」の開発を進めております。また、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱のセキュ

リティ製品秘文シリーズにおいて当社が開発を担当した、透かし印刷により情報漏洩を抑止する

「秘文 AE Watermark Print」と、持ち出し先での不用意な情報漏洩を防止する「秘文 AE CopyGuard」

は、お客様の要望に的確にお応えし、販売数を増やしております。 

他社とのアライアンスによる新ソリューションとしては、情報システムやネットワークにおけ

る重要データの変更を監視し、その来歴を管理する「IT内部統制管理ソリューション」の発売を
開始しました。また、データバックアップにおける作業改善、費用コストの低減を実現する「多

世代バックアップソリューション」を開発し、販売を開始しました。 
コンサルティングサービスとしては、ISO20000（IT システム運用規格）認証取得支援サービ
スを新たに開始し、大手保険会社から受注しました。 

 
一方、ソフトソリューション事業では、損害保険会社の「特定医療新保険システム」、大手通信

会社の「携帯電話搭載の新サービスプラットホームソフト（フェーズ２）」、通信機メーカーの「新

型携帯電話機ソフト」、精密機械メーカーの「医療系画像診断システム」、大手製造メーカーの「資

材調達システム」等の先進的大型システムのソフト開発を、多数受注納入しました。また、自治

体向けには家屋評価システム「HIHOUSE」を多数の市町村に、官公庁向けには「統計情報管理
分析システム」を納入しました。 
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情報機器・サービス事業では、従来から情報機器の販売とソフトウェアのインストールなど付

帯サービスの提供を行っていますが、利益幅の薄い機器販売の圧縮を進めております。 

 

経営体質強化の面においては、提案から構築・運用に至るまでのトータルシステムソリューシ

ョン強化をめざして、SE（システムエンジニア）、コンサルタント等の人材育成をはじめ、研究

開発、先端技術取り込みを積極的に推進しております。 
平成 16 年度から、事業拡大、体質改善、情報発信を主眼とした全社運動「High Spirit 200」

を推進し、プロジェクトマネジメント力の強化、事業部横断的管理による不採算案件の減少など、

成果が着実に出ております。 
 
当期業績は、損保・携帯電話関連ほか、ソフト開発事業が伸びたものの、法務局電子申請シス

テムの全国整備の遅れや司法書士向けパッケージ市場の低迷により、当社連結子会社㈱ピスクの

売上が当初予定から大幅に減少したため、㈱ピスクの業績が大きく落ち込みました。 
これに伴い連結決算上、㈱ピスク株式の取得に係るのれん代の一括償却額(4 億 3 千 7 百万円)

を、特別損失として計上したため、赤字決算となりました。 
 

以上の結果、当期の連結業績は、 

受 注 高 １４１億３千２百万円（前期(個別)比:１０４％） 

売 上 高 １４０億１千４百万円（前期(個別)比:１０３％） 

営 業 利 益   ７億５百万円  （前期(個別)比: ８５％） 

経 常 利 益   ７億６千万円  （前期(個別)比: ８６％） 

当期純損失   １億２千１百万円（前年(個別)比:  － ％）となりました。 
(注)前期比につきましては、連結財務諸表の作成が当期からのため、 

参考指標として個別の前年業績値との比較を記載しております。 
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（２）平成２０年３月期の見通し 
平成 20 年 3 月期より事業区分を変更し、当社事業のめざす方向をより明確にするため、全体を

「システムサービス」と「情報機器販売」とに分け、前者をさらに３つの事業に分割いたします。 
 

新事業区分 

パッケージソリューション事業 

システム構築＆サービス事業 

システムサービス 

ソフトウェア開発事業 

情報機器販売 

 

「パッケージソリューション事業」は、特長ある自社開発パッケージによる、特定の業種・業

務向けパッケージ販売とシステムインテグレーション等の関連サービスを提供する事業です。 
 

「システム構築＆サービス事業」は、アライアンス製品等による SI、SE サービス、およびシス

テム運用等に関連するサービスを提供する事業です。 
 
「ソフトウェア開発事業」は、業務ソフトや組込ソフト等各種ソフトウェアの受託開発および

保守を行なう事業です。 
 

「情報機器販売」は、流通ハードウェア／ソフトウェアの販売を行なう事業です。 
 

当社グループが属する情報サービス業界では、企業間競争が一段と激化し、選別と淘汰の波が

打ち寄せておりますが、事業区分変更による重点分野への資源集中と各種施策の強力な推進によ

り、事業規模の拡大と収益確保に努めてまいります。 
尚、当期不振でありました子会社㈱ピスクにつきましては、事業体制を再編し、事業効率の向

上を図るとともに、DC 型新サービスの本格展開、司法書士以外の士業を対象とした新市場開拓な

どに努め、業績回復の取り組みを強力に推進してまいります。 
 

現時点で見込んでいる平成 20 年 3 月期の連結業績見通しは以下のとおりです。 

売 上 高   １５３億円   （前期比:１０９％） 

営 業 利 益      ９億１千万円（前期比:１２９％） 

経 常 利 益      ９億５千万円（前期比:１２５％） 

当期純利益      ５億５千万円（前期比:黒字転換） 
 

※連結売上高の事業分野別内訳は、下記のとおりです。 
パッケージソリューション事業 ２３億円   （前期比:１４５％） 
システム構築＆サービス事業 ５５億６千万円（前期比:１１９％） 
ソ フ ト ウ ェ ア 開 発事業 ７４億円   （前期比:１０３％） 
情 報 機 器 販 売    ４千万円（前期比:  ７％） 

  （注）平成 20 年 3 月期より事業分野の見直しを行っております。 

前期比は、前期数値を新事業分野に組替えた数値との比較となっております。 

  情報機器販売については、平成 20 年 3 月期から純額表示としております。 
 

なお、当社個別の業績見通しは次のとおりです。 

売 上 高     １４７億円   （前期比:１０９％） 
営 業 利 益         ８億７千万円（前期比: ９２％） 
経 常 利 益         ９億１千万円（前期比: ９０％） 
当期純利益         ５億１千万円（前期比:黒字転換） 
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１.２ 財政状態に関する分析 

当期末における現金および現金同等物（以下「資金」）は２５億３千８百万円となり、前期末

(単独)に比べ７千２百万円増加しました。 

各キャッシュ・フローの状態は次のとおりです。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により増加した資金は８億２千６百万円となりました。これは主に、減価償却費５

億５千４百万円、のれん償却額４億５千６百万円、税金等調整前当期純利益２億９千４百万円、

退職給付引当金の増加額１億５千１百万円等の増加と、法人税等の支払額４億２千２百万円、

売上債権の増加額１億６千９百万円等の減少によるものです。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は３億３千８百万円となりました。これは主に、当期から連結

子会社となった㈱ピスクの株式取得による支出７億６百万円、無形固定資産の取得による支出

３億９千９百万円、差入敷金保証金の支払による支出５千３百万円等の減少と、有価証券の償

還による収入８億４千万円等の増加によるものです。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は４億１千６百万円となりました。これは、当期から連結子会

社となった㈱ピスクの借入金の返済による支出２億１千６百万円と、配当金の支出１億９千９

百万円によるものです。 
 
なお、キャッシュ・フロー関連指標の推移は以下のとおりです。 

 (参考：個別) 

平成 17 年 3 月期 

(参考：個別) 

平成 18 年 3 月期 

連 結 

平成 19 年 3 月期 

自己資本比率(%) 75.8 75.7 72.6 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(%) 76.6 82.6 69.7 

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率(%) 
－ － － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) － － 2,450.8 

（注）１．平成 18 年 3 月期以前の数値につきましては、連結財務諸表の作成が平成 19 年 3 月 

期からのため、参考指標として個別の決算数値を記載しております。 

２．上記指標の計算式は下記のとおりです。 

①自 己 資 本 比 率：自己資本／総資産 

②時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

③キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

④ｲ ﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ･ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ･ ﾚ ｼ ｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 

１.３ 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営目標と位置付けております。しかしながら、

情報サービス業界での、熾烈な技術・価格競争を勝ち抜くためには、急速な技術革新に対応した

新製品・新技術のタイムリーな開発が必要であり、そのための研究開発投資、設備投資など積極

的な先行投資が必須です。このような状況を勘案し、株主の皆様に対する配当につきましては、

業績に対応した配当を行うことを基本とし、競争力の維持・強化、財務体質の強化、配当水準と

配当性向などを総合的に検討して決定してまいります。配当性向につきましては、30％以上を継

続的に実現することを目指したいと考えております。 

なお、当期・次期の配当につきましては、１ページの「２．配当の状況」に記載しているとお

りであります。 
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１.４ 事業等のリスク 

今後の事業運営や財務状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のあるリスクとしては、以下のようなものがあると考えております。 
 

(1)情報サービス産業における急速な技術革新と市場ニーズについて 
 当社グループの属する情報サービス産業においては、高速・大容量ブロードバンドの普及、

情報セキュリティ強化の加速、次世代モバイルサービスの進展、e-Japan 戦略Ⅱなどの電子政

府化等により、IT 投資の拡大が期待される一方、中国等アジア諸国の台頭による価格競争の

激化のみならず、熾烈な技術開発競争が一層加速しております。また、顧客のニーズの変化

も激しく、製品のライフサイクルも短縮してきております。 
 こうした状況下で、当社は変化の先取りに努め、すばやい対応をしてまいりますが、予想

以上の急速な技術進展や市場ニーズの変化に際して対応が遅れる場合、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。 
 

 (2)日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との取引について（特定取引先の存在） 

 親会社である日立ソフトウェアエンジニアリング㈱に対して、当社は多くのシステムサー

ビスを提供しております。当社の日立ソフトウェアエンジニアリング㈱に対する売上高比率

は徐々に低下しているものの、平成 19 年 3 月期において未だ過半を占めております。当社な

らではのシステムサービスの提供が主体であること、および日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱以外への販売拡大を図っていることから、急激な売上減少が起こる可能性は低いと考

えておりますが、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱が当社との取引関係において、事業

方針を大幅に変更した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 (3)システムサービスの拡大に伴う不採算案件の可能性について 

 当社グループは得意分野へ資源を集中し事業規模の拡大を図っておりますが、当分野の事

業には、技術、費用、納期など多くの面でリスクが存在します。そのため当社では、引合い、

見積り、受注の各段階からリスク管理を徹底するなど、プロジェクト管理力の強化に努める

とともに、継続的に自社技術力の向上を図ることにより、不採算案件の撲滅に取り組んでお

ります。しかしながら、新分野、新規顧客、新技術に関わる開発では、予想の範囲を超えて、

納入後の不具合の発生、開発途中での顧客システム仕様の変更要求、仕様追加の発生などが

あった場合、追加工数の増加等により採算が悪化し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

 (4)機密情報漏洩について 

 当社グループは顧客の情報システムを構築・運用するために、やむを得ず顧客・個人情報

等の機密情報を取り扱う場合があります。そのため機密情報管理体制の整備、社員教育の徹

底や機密情報漏洩防止ソフトウェアの使用等により、ネットワークを通じた機密情報への侵

入、情報データの持ち出し等による機密情報の漏洩を防止するよう対策しておりますが、不

測の事態によりこれらの情報が外部に漏洩された場合、信用の低下等により、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。 
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２. 企業集団の状況 

(１)企業集団の概況 

 当社の企業集団は、当社、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所、子会社

㈱ピスク、関連会社㈱よみうりソフト、および親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の関連

会社㈱よみうりコンピュータで構成されます。このうち記述では、当社と㈱ピスクを「当社グルー

プ」と表記しております。 

 

 親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との間では、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱

の製品を仕入れ販売する一方、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱のセキュリティ製品秘文シリ

ーズの一部の開発を分担し、「秘文 AE Watermark Print」および「秘文 AE CopyGuard」等の製品を

当社で開発し、納入しております。また当社製品・システムサービスを提供し、これらの販売額は、

売上げ全体の過半を占めております。 

 

 親会社㈱日立製作所との間では、㈱日立製作所の製品を仕入れ販売する一方、当社製品・システ

ムサービスを提供しております。当社ならではの製品・システムサービスを提供することにより安

定的な売上確保ならびに拡大を図ってまいります。 

 

 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の関連会社である㈱よみうりコンピュータおよび当社の

関連会社である㈱よみうりソフトに対しては、当社の主力製品である「新聞販売店向け顧客管理シ

ステム」「折込広告会社向け販売管理システム」を提供しておりますが、今後は、新聞・折込関連

以外の製品・システムサービスも提供品に加え、当社および両社の業容拡大を協力して実現してま

いります。 

 

 子会社㈱ピスクとの間では、司法書士向けソフトウェア製品「サムポローニアシリーズ」の開発

で緊密な連携をとり、電子政府 e-JapanⅡに対応した電子登記を円滑に実現する、高機能かつ高品

質の製品を協力して開発してまいりました。平成 20 年 3 月期からは㈱ピスクがマーケティングと

販売を担当し、当社が製品企画・開発する体制とし、両社の得意技術、ノウハウをより発揮できる

ようにします。さらに、当社独自の製品・システムサービスにつきましても、㈱ピスクおよび㈱ピ

スクの契約販社を通して販売することを計画しております。 

 

 このほか当社の営業により、上記企業集団以外のエンドユーザーに対して、各種の製品・システ

ムサービスを提供しております。 

 

 今後は、新たなパッケージ製品の開発を加速させ、企業集団外の中小規模企業市場における売上

拡大を最重点の目標として、全社を挙げて取組んでまいります。 
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（２）事業の系統図 
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３. 経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、日立ソフトグル－プの一員として、「正道と基本」に則り、自主技術・製品

の開発を通じた「知価創造」により社会に貢献することを企業活動の基本とし、高度なソフト

ウェア技術力を基盤として、得意分野の技術と業務ノウハウを統合したソリューションをユー

ザに提供する「トータルソリューションプロバイダー」をめざしております。 

これを実現するため、次の基本方針を掲げ、総合的な競争力強化に取り組んでおります。 

 ①特色ある自社開発パッケージを核とした事業展開 
 ②新製品・新事業基盤の確立と新市場の開拓 
③内部統制の徹底とコンプライアンス・国際標準への積極対応 

 

（２）目標とする経営指標 

当社は、自己資本利益率(ROE)、売上高営業利益率、ならびに売上高経常利益率を重要な経営

指標と位置付け、中期的にその向上をめざして取り組みを強化し、株主の皆様の期待にお応え

していきたいと考えております。 
 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、「トータルソリューションプロバイダー」として社会に貢献することを経営目標とし

ております。そのためには、特色のある新製品や新ソリューションの開発促進はもとより、体

制強化・教育の徹底等によるシステムエンジニアリング力ならびにソフトウェア開発技術の一

層の向上が重要であると考えております。 

この方針をより具体的に明示して推し進めるため、平成 20 年 3 月期より事業区分を以下の４

区分といたします。 

① パッケージソリューション事業 
② システム構築＆サービス事業 
③ ソフトウェア開発事業 
④ 情報機器販売 
 
パッケージソリューション事業は、自社開発パッケージを核としたシステム構築、カスタマ

イズ、ASP（アプリケーション・サービス・プロバイダ）型サービス、ならびに関連するサポー

トサービス等であり、当社業容拡大の最重点事業として取り組むものです。従来から取り組ん

でいる CRM ソリューション分野においては、中小業界やニッチ市場をターゲットとし、業種・

業務特化型パッケージの拡充を図るとともに、当社の得意分野であるモバイル・セキュリティ

分野についても日立グループ研究所の最新技術や、ソフトウェア開発事業で培ったノウハウを

活用し、最先端のソリューション開発と市場開拓に努めてまいります。 
 

システム構築＆サービス事業は、今後 IT 活用が進展する中小規模企業、中小自治体市場のお

客様が、最新の IT 技術と製品を導入されることを幅広く支援し、またその運用や改良にベスト

パートナーとして貢献することをめざしております。SE（システムエンジニア）の増員、教育

の拡充はもとより、資格を持つコンサルタントの増強も進めております。また有力ベンダとの

アライアンスも積極的に推進してまいります。 
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ソフトウェア開発事業は、当社創業以来の基盤事業であり、今後も安定収益の源となる事業

であると捉えております。お客様からの様々な要求にお応えし、各種の先進技術に取り組むこ

とによって、新たな製品開発の素を生み出す事業でもあります。これまでに培った技術、ノウ

ハウ、経験を一層練磨するとともに、基幹事業として安定的拡大を図ってまいります。 
 
情報機器販売は、計画的に事業規模を縮小してきており、上記３事業を主力事業として経営

資源を集中させ、ソリューションの高付加価値化に取り組んでまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

お客様によるプロバイダーの選別と淘汰が進む状況のもと、当社グループはソリューションの

高付加価値化を推進してまいりますが、以下の課題につきましても会社として対処するべきテー

マとして取り組んでまいります。 

 

①戦略的新製品の開発と SE 力・プロジェクトマネジメント力の強化 

 社会潮流の先取りならびに市場への戦略的アプローチによる他社に先駆けた新製品の開発

が、何より重要であると考えております。このため、重点分野に焦点をあてた積極的研究開

発投資を継続しておりますが、今後も一層の投資拡大を図っていく必要があります。また、

お客様にご指名いただけるソリューションプロバイダーをめざして、技術に裏打ちされたマ

ルチタレント SE の育成等、SE 教育の充実とともにプロジェクトマネジメント力の強化に取

り組んでまいります。 

 

②企業集団における連携強化 
 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所、日立グループ各社との連携を強化

すると共に、関連会社との情報共有による市場の掘り起こし、シェア拡大の協同活動を促進

させてまいります。 

 子会社である㈱ピスクとは、さらに連携を強化し、司法書士市場およびその他の士業市場

の深耕と開拓を推進してまいります。 
 

③人材の確保と育成 
 社会のニーズに応える製品・サービスを開発・提供し、事業の拡大を図るためにはこれを

担う人材への投資が必要不可欠です。新卒採用・経験者採用を積極的に行なうとともに、パ

ートナー会社との協力関係をより一層強化して、良質な人材の確保に注力します。さらに、

各種教育プログラムの拡充によってこれらの人材を計画的に育成し、開発力、提案力の一層

の強化に努めてまいります。 

 

④経営体質強化 

 当社グループの製品をお客様に安心して永く使用していただくこと、また、当社グループ

が継続的に安定した実績を達成していくことは上場会社として重要な責務と考えております。

このため、社内 IT システムの高度化、社内業務プロセスの整備、信頼性向上ならびに生産性

向上など、引き続き継続的な課題として取り組んでまいります。また、内部統制システムの

構築運用、コンプライアンスの強化、国際標準への対応も重要な課題と捉えて対処してまい

ります。 
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４. 連結財務諸表 

  ※連結財務諸表の作成は当連結会計年度からのため、以下に掲げる連結財務諸表につきましては、 

前連結会計年度の数値及び対比は記載しておりません。 
 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

 科　目 金　　額
構成比
（％）

【資　産　の　部】

Ⅰ流  　動　  資　  産 ７,７６１ ５２.６ 

1. ４８７ 

2. ３,８８３ 

3. ６０２ 

4. １４１ 

5. ２,１５１ 

6. ４７９ 

7. ２２ 

8. △  ６ 

Ⅱ 固  　定　  資　  産 ６,９９８ ４７.４ 

1. １５２ １.０ 

(1) ７７ 

(2) ７５ 

2. ８７６ ５.９ 

(1) ６８３ 

(2) １９２ 

3. ５,９６９ ４０.５ 

(1) ３,７６３ 

(2) ３３２ 

(3) ５９３ 

(4) ９００ 

(5) ３８０ 

１４,７６０ １００.０ 

期　別 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

預 け 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

投 資 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

そ の 他

ソ フ ト ウ ェ ア

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

そ の 他

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 定 期 預 金

投資その他の資産
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(単位：百万円)

期　別 当連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

 科　目 金　　額
構成比
（％）

【負　債　の　部】

Ⅰ ２,５５４ １７.３ 

1. ５６４ 

2. ３５９ 

3. １,１５３ 

4. ９ 

5. ３５ 

6. ４３１ 

Ⅱ １,４８３ １０.１ 

1. １,３８５ 

2. ８９ 

3. ７ 

４,０３７ ２７.４ 

【純 資 産 の 部】

Ⅰ １０,７３７ ７２.７ 

1. ３,５６０ ２４.１ 

2. ４,５５４ ３０.８ 

3. ２,６２３ １７.８ 

4. △  ０ △  ０.０ 

Ⅱ △  １４ △  ０.１ 

△  １４ △  ０.１ 

１０,７２２ ７２.６ 

１４,７６０ １００.０ 

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

資 本 剰 余 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

自 己 株 式

役員退職慰労引当金

そ の 他

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

役 員 賞 与 引 当 金

プロ グラ ム補修引 当金

そ の 他

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等
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（２）連結損益計算書 
(単位：百万円)

期　別

 科　目 金　　額
百分比
（％）

１４,０１４ １００.０ 

１１,３１１ ８０.７ 

２,７０３ １９.３ 

１,９９７ １４.３ 

７０５ ５.０ 

７４ ０.５ 

( ) (６９)

( ) (５)

１９ ０.１ 

( ) (０)

( ) (４)

( ) (２)

( ) (９)

( ) (２)

( ) (０)

７６０ ５.４ 

４６６ ３.３ 

( ） (４３７)

( ） (１４)

( ） (１３)

２９４ ２.１ 

５２４ 

△  １０８ 

△  １２１ △  ０.９ 

(自 平成18年４月 1日

当連結会計年度

  至 平成19年３月31日)

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 費 用

た な 卸 資 産 除 却 損

営 業 外 収 益

受 取 利 息

雑 収 益

投 資 有 価 証 券 評 価損

雑 損 失

関 係 会 社 株 式 売 却損

ソ フ ト ウ ェ ア 除 却 損

経 常 利 益

当期純利益 又は 純損失(△)

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 除 却 損

支 払 利 息 及 び 割 引料

ソ フ ト ウ ェ ア 評 価 損

税 金 等 調整 前当 期純 利益

法人税、住民税及び事業税

特 別 損 失

の れ ん 償 却 額
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（３）連結株主資本等変動計算書 
（当連結会計年度）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(単位：百万円)
株       主       資       本

資  本  金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 合   計

平成18年３月31日残高 3,560 4,554 2,994 △ 0 11,108 

連結会計年度中の変動額

△ 100 △ 100 

△ 100 △ 100 

△ 50 △ 50 

△ 121 △ 121 

連結会計年度中の変動額合計 － － △ 371 － △ 371 

平成19年３月31日残高 3,560 4,554 2,623 △ 0 10,737 

(単位：百万円)
評価・換算差額等

合   計

平成18年３月31日残高 △ 34 △ 34 11,073 

連結会計年度中の変動額

△ 100 

△ 100 

△ 50 

△ 121 

20 20 20 

連結会計年度中の変動額合計 20 20 △ 351 

平成19年３月31日残高 △ 14 △ 14 10,722 

剰余金の配当

利益処分による
配当金の支払い

利益処分による役員賞与

当期純利益 又は 純損失(△)

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)

その他有価証券

評価差額金

純 資 産
合 計

剰余金の配当

利益処分による
配当金の支払い

利益処分による役員賞与

当期純利益 又は 純損失(△)

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
( 単 位 ： 百 万 円 )

期 　 別  
( 自  平 成 18年 4月  1日

 科 　 目  至  平 成 19年 3月 31日 )

Ⅰ . 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 294  

減 価 償 却 費 554  

の れ ん 償 却 額 456  

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） 1  

役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） 9  

ﾌﾟ ﾛｸ ﾞ ﾗﾑ補 修 引 当 金 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） △  0  

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） 151  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） △  37  

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △  69  

支 払 利 息 及 び 割 引 料 0 

固 定 資 産 除 却 損 4 

た な 卸 資 産 除 却 損 2 

関 係 会 社 株 式 売 却 損 9 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2 

ソ フ ト ウ ェ ア 除 却 損 14  

ソ フ ト ウ ェ ア 評 価 損 13  

売 上 債 権 の 増 減 額 （ 増 加 ： △ ） △  169  

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ 増 加 ： △ ） 25  

前 払 年 金 費 用 の 増 減 額 （ 増 加 ： △ ） △  55  

仕 入 債 務 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） △  23  

未 払 費 用 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） △  33  

そ 　 の 　 他 11  

　 　 　 　 　 小 　 　 計 1 , 1 6 2  

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 90  

利 息 の 支 払 額 △  0  

法 人 税 等 の 支 払 額 △  422  

そ 　 の 　 他 △  4  

    営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 826  

Ⅱ . 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 価 証 券 の 売 却 ･償 還 に よ る 収 入 840  

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △  50  

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △  399  

関 係 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 0 

差 入 敷 金 保 証 金 の 支 払 に よ る 支 出 △  53  

保 険 積 立 金 の 積 立 に よ る 支 出 △  47  

保 険 積 立 金 の 解 約 に よ る 収 入 76  

新 規 連 結 子 会 社 株 式 取 得 に よ る 支 出 （ ※ ） △  706  

そ 　 の 　 他 0  

    投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  338  

Ⅲ . 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △  184  

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △  32  

配 当 金 の 支 払 額 △  199  

    財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  416  

Ⅳ . 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額              ―

Ⅴ . 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） 72  

Ⅵ . 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 2, 466  

Ⅶ . 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 2, 538  

当 連 結 会 計 年 度
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数は１社であり、㈱ピスクであります。 

 なお、㈱ピスクは、平成18年４月に全株式を取得したことにより、当連結会計年度から 

連結の範囲に含めております。 

また、連結の範囲から除外した子会社はありません。 
 
２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

なお、持分法を適用していない関連会社（㈱よみうりソフト）については、連結純損益  

及び利益剰余金等からみて、連結財務諸表に与える影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均 

法により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

商    品      …移動平均法による低価法 

仕  掛  品      …個別法による原価法 
(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産…定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く） 

については定額法） 

無形固定資産…定額法 
(３)重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金           …営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
役 員 賞 与 引 当 金…役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込

額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益は、それぞれ９百万円減少しております。 

プログラム補修引当金           …プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、将来発生見込額

を計上しております。 
退 職 給 付 引 当 金…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づいて計算され

た額を計上しております。 
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(４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(５)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理…消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用しております。 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんの償却は、その効果の発現する期間を個別に見積もり、20年以内の合理的な年数で

規則的に償却しております。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からな

っております。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、10,722百万円です。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
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連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

 

（連結損益計算書関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当連結会計年度

（ 平　成 １９ 年　３　月 ３１ 日  現  在 ）

　１．有形固定資産減価償却累計額　　　　　　　　　197百万円

　２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、

　　次のとおりであります。

20百万円 　 

　３．偶発債務

      従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対し、

    次のとおり債務の保証を行っております。

35百万円 　 

　４. 受取手形割引高　　　　　　　　 　　　　　　   3百万円

従業員 ４人

（ 被 保証 人）

投資有価証券 ( 株 式 )

当連結会計年度

（ 自　平　成 １８ 年　４　月　１　日 

　　至　平　成 １９ 年　３　月 ３１ 日） 

　　　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

　　次のとおりであります。

882百万円  　 

38           

129           

320           

19           

給 与 諸 手 当 等

退 職 給 付 費 用

減 価 償 却 費

研 究 開 発 費

の れ ん 償 却 額
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

（当連結会計年度）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計 
年度末株式数 

当連結会計年度
増加株式数 

当連結会計年度
減少株式数 

当連結会計 
年度末株式数 

発行済株式    

普通株式 14,300千株 －千株 －千株 14,300千株

合  計 14,300 － － 14,300 

自己株式     

普通株式 0 － － 0 

合  計 0 － － 0 

 

２．配当に関する事項 

(１)配当金支払額 

   ①平成18年６月21日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

    ・普通株式の配当に関する事項 

     （イ）配当金の総額       100百万円 

     （ロ）１株当たり配当額       7.00円 

     （ハ）基準日      平成18年３月31日 

     （ニ）効力発生日    平成18年６月22日 
 
   ②平成18年10月26日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

    ・普通株式の配当に関する事項 

     （イ）配当金の総額       100百万円 

     （ロ）１株当たり配当額       7.00円 

     （ハ）基準日      平成18年９月30日 

     （ニ）効力発生日    平成18年12月４日 
 
(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、 

配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    平成19年６月20日の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

    ・普通株式の配当に関する事項 

     （イ）配当金の総額       100百万円 

     （ロ）配当の原資       利益剰余金 

     （ハ）１株当たり配当額       7.00円 

     （ニ）基準日      平成19年３月31日 

     （ホ）効力発生日    平成19年６月21日 

 



［日立ビジネスソリューション㈱（4738）平成 19年 3月期決算短信］ 

  －    － 21

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(当連結会計年度) 

現 金 及 び 預 金 勘 定       487百万円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金     △ 100 

預 け 金      2,151    

現 金 及 び 現 金 同 等 物       2,538 

 

※株式の取得によ り 新たに連結子会社と なった会社の資産及び負債の主な内訳
　 　 　 　 株式の取得によ り 新たに㈱ピスク を連結子会社にし たこ と に伴う
　 　 　 連結開始時の資産及び負債の内訳並びに、 同社取得に伴う 支出と の
　 　 　 関係は、 次のと おり です。

　流動資産 225百万円
　固定資産 562　　　 　
　のれん 456　　　 　
　流動負債 △ 374　　　 　
　固定負債 △ 121　　　 　
　新規連結子会社
　株式の取得価額 750　　　 　
　新規連結子会社の
　現金及び現金同等物 △ 43　　　 　
　新規連結子会社株式
　取得による支出 △ 706　　　 　  
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５. セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

当社グループは、ハードウェアとパッケージソフトを組合せたシステム構築を主体とする

システムソリューション提供及び、コンピュータソフトウェアの開発等のソフトソリューシ

ョン提供、並びに、ハードウェアの販売・付帯するサービス提供を事業内容としており、情

報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 
 
２．所在地別セグメント情報 

本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セ

グメント情報を記載しておりません。 
 
３．海外売上高 

海外売上高がないため、海外売上高の記載をしておりません。 

 

６. 部門別受注及び販売実績の状況 

１．部門別受注高 

(単位：百万円)

期　別 当連結会計年度

自平成18年4月  1日
至平成19年3月31日

 区　分 金　額 構成比

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 2,718 19.2％  

ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン 10,637 75.3　　

小 計 13,355 94.5　　

776 5.5　　

14,132 100.0　　

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
ｿ ﾘ ｭ ｰ
ｼ ｮ ﾝ

情 報 機 器 ・ サ ー ビ ス

合       計

( )

   
２．部門別販売実績 

(単位：百万円)

期　別 当連結会計年度

自平成18年4月  1日
至平成19年3月31日

 区　分 金　額 構成比

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 2,587 18.5％  

ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン 10,461 74.6　　

小 計 13,048 93.1　　

966 6.9　　

14,014 100.0　　

(注 )

　　１．サービスソリューション

　　　①システムソリューション

　　　　　自社開発パッケージ並びに他社有力製品との組合せによるＳＩ事業（Ｗｅｂ、

　　　　ＣＲＭ、ＥＣ／ＥＤＩ、モバイル業務支援、セキュリティ、ストレージ応用、

　　　　レガシーマイグレーション、その他関連分野）

　　　②ソフトソリューション

　　　　　ＯＳ／基幹ミドルウェア（ストレージ管理、ＤＢ、ＤＣ他）やアプリケーション

　　　　ソフト（金融・公共・産業流通サービス）を中心としたソフト開発事業

　　２．情報機器・サービス

　　　　　情報機器に付帯するサービスの提供及び、情報機器販売

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
ｿ ﾘ ｭ ｰ
ｼ ｮ ﾝ

情 報 機 器 ・ サ ー ビ ス

合       計

( )
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７. 関連当事者との取引 
親会社及び法人主要株主 

（単位：百万円）

関    係    内    容

会社名 資本金 事業の内容 役員の兼任等 事 業 上 の 関 係

住  所

 (東京都品川区) 7,708 売 掛 金

87 買 掛 金

115 未払金･未払費用

2 未 払 金

（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

    取引条件ないし取引条件の決定方針等

    （１）サービスソリューション等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しております。

    （２）情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。

    （３）寮管理費、設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。

（単位：百万円）

関    係    内    容

会社名 資本金 事業の内容 役員の兼任等 事 業 上 の 関 係

住  所

株式会社

日立製作所

 (東京都千代田区) 2,321 売 掛 金

216 買 掛 金

86 未払金･未払費用

5 預け金

（注）１　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、預け金以外の期末残高には消費税等を含んでおります。

      ２　議決権等の被所有割合の間接は、日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社であります。

    取引条件ないし取引条件の決定方針等

    （１）サービスソリューション等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しております。

    （２）情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。

    （３）設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。

    （４）資金の寄託の取引金額については、預入額と払出額の純額で記載しております。

    　　　また、利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。

議決権等の

被所有割合

議決権等の

被所有割合

－ 

取引金額 科    目

12 

期末残高

1,779 

11 

34,182 ソフトウェアの開発・販売

282,033 電気機械器具の製造・販売

 寮管理費他

 設備機器等の購入他

日立ソフトウェア

エンジニアリング

株式会社

取  引  内  容

 サービスソリューション等の提供

情報処理機器等の仕入、

サービスソリューション

等の提供

兼任 ３人

転籍 ４人

兼任 －人

転籍 ４人

情報処理機器等の仕入、

サービスソリューション

等の提供

直接  53.9%

間接　53.9% 

取  引  内  容

 サービスソリューション等の提供

 情報処理機器等の仕入

取引金額 科    目 期末残高

2,151 

826 

72 

60 

 情報処理機器等の仕入

 設備機器等の購入他

 資金の寄託
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８. 税効果会計 
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(当連結会計年度)
繰延税金資産
退職給付引当金超過額 428 百万円
未払賞与超過額 332

繰越欠損金 84

未払事業税否認額 36

プログラム補修引当金 14

役員退職慰労引当金 36

その他 337

繰延税金資産　小計 1,270

評価性引当額 △  124

繰延税金資産　合計 1,146

繰延税金負債
プログラム等準備金損金算入額 66

特別償却準備金損金算入額 1

その他 4

繰延税金負債　合計 72

繰延税金資産の純額 1,073

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に
重要な差異があるときの、当該差異原因となった主な項目別の内訳

(当連結会計年度)
法定実効税率 40.7 ％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1

住民税等均等割等 2.3

損金不算入ののれん償却額 63.2

評価性引当額 42.3

その他 △  9.4

税効果会計適用後法人税等の負担率 141.2
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９. １株当たり情報 
  １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が
存在しないため、記載しておりません。

(当連結会計年度)

当期純利益（損失）(百万円） △  121

普通株主に帰属しない金額(百万円） 　　　　　―

普通株式に係る当期純利益（損失）(百万円） △  121

普通株式の期中平均株式数(千株） 14,299
 

10. デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

11. ストック・オプション等 

該当事項はありません。 

 

12. 企業結合等 

該当事項はありません。 

 

13. 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

14. 開示の省略 

リース取引、有価証券、退職給付に関する注記事項につきましては、決算短信における開示

の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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15. 個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 

(単位：百万円)

当事業年度末
(平成18年3月31日現在) (平成19年3月31日現在)

 科　目 金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

【資　産　の　部】

Ⅰ流  　動　  資　  産 ７,４９２ ５１.２ ７,７４８ ５３.４ ２５６ 

1. ３２０ ４３１ １１０ 

2. ２ １ △  ０ 

3. ３,５４５ ３,７９７ ２５１ 

4. ８４１ ６０２ △  ２３８ 

5. ３ ２ △  １ 

6. １６１ １３８ △  ２３ 

7. ２,１４５ ２,１５１ ５ 

8. ４５８ ４５３ △  ４ 

9. ―  １５０ １５０ 

10. １６ ２２ ５ 

11. １ ０ △  ０ 

12. △  ３ △  ０ ３ 

Ⅱ 固  　定　  資　  産 ７,１４２ ４８.８ ６,７６６ ４６.６ △  ３７５ 

1. １４９ １.０ １４８ １.０ △  １ 

(1) ７８ ７６ △  ２ 

(2) ７１ ７２ ０ 

2. ５４３ ３.７ ４３１ ３.０ △  １１２ 

(1) ２７１ １９１ △  ８０ 

(2) ２７０ ２３８ △  ３２ 

(3) １ １ ―  

3. ６,４４８ ４４.１ ６,１８６ ４２.６ △  ２６１ 

(1) ４,３３６ ３,７４３ △  ５９３ 

(2) ３０ ２０ △  ９ 

(3) ２７８ ３３２ ５４ 

(4) ４７３ ５９２ １１８ 

(5) １,０００ ９００ △  １００ 

(6) ―  ２５０ ２５０ 

(7) １７０ ２２３ ５２ 

(8) １５１ １１９ △  ３１ 

(9) ７ ５ △  ２ 

１４,６３４ １００.０ １４,５１４ １００.０ △  １１９ 

期　別 
前事業年度末

増減額

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

親 会 社 預 け 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

関係会社短期貸付金

営 業 権

ソ フ ト ウ ェ ア

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

そ の 他

資 産 合 計

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 定 期 預 金

保 険 積 立 金

仕 掛 品

関係会社長期貸付金

差入敷金保証金

施 設 利 用 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

無 形 固 定 資 産
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(単位：百万円)

期　別 当事業年度末
(平成18年3月31日現在) (平成19年3月31日現在)

 科　目 金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

【負　債　の　部】

Ⅰ ２,２８０ １５.６ ２,４１０ １６.６ １３０ 

1. ４８８ ５０１ １３ 

2. １４ １８ ４ 

3. １,１５０ １,１２６ △  ２３ 

4. ２６４ ３５８ ９４ 

5. １７ １７ ０ 

6. ２４０ ２５６ １６ 

7. ３８ ５９ ２１ 

8. ３２ ２６ △  ６ 

9. ―  ９ ９ 

10. ３５ ３５ △  ０ 

Ⅱ １,２７９ ８.７ １,３９７ ９.６ １１７ 

1. １,１７２ １,３３０ １５７ 

2. １０７ ６６ △  ４０ 

３,５６０ ２４.３ ３,８０８ ２６.２ ２４７ 

退 職 給 付 引 当 金

役 員退 職慰労引当金

負 債 合 計

プ ロ グ ラ ム 補 修 引 当 金

固 定 負 債

未 払 事 業 所 税

未 払 消 費 税 等

前 受 金

役 員 賞 与 引 当 金

預 り 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前事業年度末

増減額

流 動 負 債
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(単位：百万円)

期　別 当事業年度末
(平成18年3月31日現在) (平成19年3月31日現在)

 科　目 金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

【資　本　の　部】

Ⅰ ３,５６０ ２４.３ ―  ―  ―  

Ⅱ ４,５５４ ３１.１ ―  ―  ―  

４,５５４ ―  ―  

Ⅲ ２,９９４ ２０.５ ―  ―  ―  

1. １１０ ―  ―  

2. １５９ ―  ―  

3. １４ ―  ―  

4. １,６００ ―  ―  

5. １,１１０ ―  ―  

Ⅳ △  ３４ △  ０.２ ―  ―  ―  

Ⅴ △  ０ △  ０.０ ―  ―  ―  

１１,０７３ ７５.７ ―  ―  ―  

１４,６３４ １００.０ ―  ―  ―  

【純　資　産　の　部】

Ⅰ ―  ―  １０,７２１ ７３.９ ―  

1. ―  ―  ３,５６０ ２４.５ ―  

2. ―  ―  ４,５５４ ３１.４ ―  

―  ４,５５４ ―  

3. ―  ―  ２,６０７ １８.０ ―  

(1) ―  １１０ ―  

(2)

―  ９７ ―  

―  ２ ―  

―  １,８００ ―  

―  ５９６ ―  

4. ―  ―  △  ０ △  ０.０ ―  

Ⅱ ―  ―  △  １４ △  ０.１ ―  

―  ―  △  １４ △  ０.１ ―  

―  ―  １０,７０６ ７３.８ ―  

―  ―  １４,５１４ １００.０ ―  

前事業年度末

増減額

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金

当 期 未 処 分 利 益

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

プログラム等準備金

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益剰 余金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計
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（２）損益計算書 
(単位：百万円)

期　別

 科　目 金　　額
百分比
（％）

金　　額
百分比
（％）

１３,５９４ １００.０ １３,５３３ １００.０ △  ６１ 

１１,１４０ ８１.９ １０,９３２ ８０.８ △  ２０８ 

２,４５４ １８.１ ２,６０１ １９.２ １４６ 

１,６２７ １２.０ １,６５４ １２.２ ２６ 

８２７ ６.１ ９４７ ７.０ １２０ 

６１ ０.５ ７７ ０.６ １５ 

( ) (１０) (１８) (８)

( ) (４１) (５３) (１２)

( ) (１０) (４) (△  ５)

７ ０.１ １５ ０.１ ８ 

( ) (６) (３) (△  ２)

( ) ( ― ) (９) (９)

( ) (１) ( ― ) (△  １)

( ) ( ― ) (２) (２)

( ) (０) (０) (０)

８８１ ６.５ １,００８ ７.５ １２７ 

３３ ０.３ ７４９ ５.６ ７１６ 

( ） ( ― ) (７４９) (７４９)

( ） (３３) ( ― ) (△  ３３)

８４７ ６.２ ２５８ １.９ △  ５８８ 

４４１ ５２３ ８２ 

△  ９４ △  １２７ △  ３３ 

５００ ３.７ △  １３７ △  １.０ △  ６３７ 

７０９ ―  ―  

１００ ―  ―  

１,１１０ ―  ―  当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当期純利益 又は 純損失(△)

買 収 関 連 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

関係会社株式評価損

雑 損 失

経 常 利 益

関係会社株式売却損

投資有価証券売却損

投資有価証券評価損

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損

営 業 外 収 益

受 取 利 息

雑 収 益

有 価 証 券 利 息

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

売 上 高

売 上 原 価

当事業年度前事業年度

増減額
（自 平成18年４月 1日　（自 平成17年4月 1日　

　至 平成19年3月31日）　至 平成18年3月31日）
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（３）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書 

  ①利益処分計算書 

(単位：百万円)

期  別 前事業年度

自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

 科  目 金              額

Ⅰ 1. 当 期 未 処 分 利 益 1,110   

2. プログラム等準備金取崩額 26   

3. 特別償却準備金取崩額 5   

1,142   

Ⅱ

1. 配 当 金 100   

2. 取 締 役 賞 与 金 50   

3. 任 意 積 立 金

200   350   

Ⅲ 792   

（注）1.平成17年12月5日に１株につき7円00銭の中間配当を実施しております。

 2.プログラム等準備金及び特別償却準備金の取崩は、租税特別措置法の

　 規定に基づくものであり、繰延税金相当額控除後の数値で表示しております。

当 期 未 処 分 利 益 再 計

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

別　途　積　立　金

)(
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②株主資本等変動計算書 

（当事業年度）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
(単位 ：百万円 )

株       主       資       本

資 本 剰 余 金 利  益  剰  余  金

そ の 他 利 益 剰 余 金

プ

ロ

グ

ラ

ム

等

準

備

金

特

別

償

却

準

備

金

別

途

積

立

金

繰

越

利

益

剰

余

金

3,560 4,554 4,554 110 159 14 1,600 1,110 2,994 △ 0 11,108 

事 業 年 度 中 の 変 動 額

△ 100 △ 100 △ 100 

△ 36 36 － － 

△ 5 5 － － 

△ 26 △ 5 31 － － 

△ 100 △ 100 △ 100 

△ 50 △ 50 △ 50 

200 △ 200 － － 

△ 137 △ 137 △ 137 

－ － － － △ 62 △ 11 200 △ 513 △ 387 － △ 387 

3,560 4,554 4,554 110 97 2 1,800 596 2,607 △ 0 10,721 

(単位 ：百万円 )

評価・換算差額等

△ 34 △ 34 11,073 

事 業 年 度 中 の 変 動 額

△ 100 

－ 

－ 

－ 

△ 100 

△ 50 

－ 

△ 137 

20 20 20 

20 20 △ 367 

△ 14 △ 14 10,706 

※ 平 成 1 8 年 ６月 2 1 日 の 定 時 株 主 総 会 に お け る 利 益 処 分 項 目 で あ り ま す 。

合

計

平 成 1 8 年 ３月 3 1 日 残 高

平 成 1 9 年 ３月 3 1 日 残 高

利

益

準

備

金

合

計

自

己

株

式

資

本

金

特別償却準備金の取崩し

プログラム等準備金の取崩し

特別償却準備金の取崩し

プログラム等準備金の取崩し

平 成 1 9 年 ３月 3 1 日 残 高

事業年度中の変動額合計

株 主 資 本 以外 の項 目 の

事業年度中の変動額(純額)

租税特別措置法の規定に
基づく準備金の取崩し※

配 当 金 の 支 払 い ※

役 員 賞 与 ※

別途積立金の積立て※

事業年度中の変動額合計

資

本

準

備

金

合

計

合

計

平 成 1 8 年 ３月 3 1 日 残 高

当期純利益又は純損失(△)

剰 余 金 の 配 当

そ

の

他

有

価

証

券

評

価

差

額

金

純

資

産

合

計

株 主 資 本 以外 の項 目 の

事業年度中の変動額(純額)

剰 余 金 の 配 当

租税特別措置法の規定に
基づく準備金の取崩し※

配 当 金 の 支 払 い ※

役 員 賞 与 ※

別途積立金の積立て※

当期純利益又は純損失(△)
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（４）キャッシュ・フロー計算書 
( 単位 ： 百万円 )

期　 別

( 自  平成 17年 4月  1日
 科 　 目   至  平成 18年 3月 31日 )

Ⅰ . 営業活動に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
税引前当期純利益 847 
減価償却費 295 
貸倒引当金の増減額（ 減少： △ ） △  1 
ﾌﾟ ﾛｸﾞ ﾗﾑ補修引当金の増減額（ 減少： △ ） 12 
退職給付引当金の増減額（ 減少： △ ） 153 
役員退職慰労引当金の増減額（ 減少： △ ） 5 
受取利息及び受取配当金 △  52 
そ の他の雑収益 △  9 
固定資産除却損 6 
投資有価証券売却損 1 
資産た な 卸損 0 
そ の他の雑損失 0 
買収関連費用 33 
売上債権の増減額（ 増加： △ ） 465 
た な 卸資産の増減額（ 増加： △ ） △  48 
前払年金費用の増減額（ 増加 ： △ ） 1 
そ の他の流動資産の増減額（ 増加： △ ） 6 
仕入債務の増減額（ 減少： △ ） △  74 
未払費用の増減額（ 減少： △ ） 59 
そ の他の流動負債の増減額（ 減少： △ ） 21 
　 　 　 　 　 小　 　 計 1, 723 
利息及び配当金の受取額 83 
買収関連費用 △  33 
法人税等の支払額 △  563 
法人税等の還付額 0 
そ の他 6 

    営業活動に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 1, 216 
Ⅱ . 投資活動に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

定期預金の預入に よ る 支出 △  500 
定期預金の払戻に よ る 収入 400 
有価証券の売却･償還に よ る 収入 800 
有形固定資産の取得に よ る 支出 △  62 
有形固定資産の売却に よ る 収入 48 
無形固定資産の取得に よ る 支出 △  119 
無形固定資産の解約に よ る 収入 12 
投資有価証券の取得に よ る 支出 △  2, 624 
投資有価証券の売却 ･償還に よ る 収入 1, 202 
長期前払費用の取得に よ る 支出 △  3 
差入敷金保証金の支払に よ る 支出 △  15 
差入敷金保証金の戻入に よ る 収入 0 
保険積立金の積立に よ る 支出 △  29 
保険積立金の解約等に よ る 収入 14 
そ の他 0 

    投資活動に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  875 
Ⅲ . 財務活動に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

配当金の支払額 △  200 
自己株式の購入に よ る 支出 △  0 

    財務活動に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  200 
Ⅳ . 現金及び現金同等物に係る 換算差額              ―
Ⅴ . 現金及び現金同等物の増減額（ 減少： △ ） 140 
Ⅵ . 現金及び現金同等物の期首残高 2, 325 
Ⅶ . 現金及び現金同等物の期末残高 2, 466 

 ( 注 )  当事業年度  ( 自  平成  18年  4月  1日   至  平成  19年  3月  31日 ) に ついて は 、
      連結キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー計算書を 作成し て い る た め 、 記載を 省略し て おり ま す。

前  事  業  年  度
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16. その他 

役員の異動 
当社は平成１９年４月２４日開催の取締役会において、役員の異動について、下記のとおり決

議し、６月２０日に開催予定の第３２回定時株主総会に付議することとなりましたことをお知ら

せいたします。 

 
（１）代表者の異動 
    
   該当事項はございません。 
 
（２）その他の役員の異動 

①新任取締役候補 

取  締  役   山本 敏雄 （現理事 ビジネスサポート本部長） 

取  締  役   上  政之 （現理事 基本ソフト事業部長） 
社 外 取 締 役   山本 章治 

 （現日立ソフトウェアエンジニアリング㈱取締役 兼 執行役専務） 

 

②昇任予定取締役 

 常 務 取 締 役   橋本  宝 （現取締役） 

 常 務 取 締 役   大西 博久 （現取締役） 

 

③退任予定取締役 

 常 務 取 締 役   桑原 善祥 
 （常勤監査役就任予定） 

 社 外 取 締 役   小川 健夫 （現日立ソフトウェアエンジニアリング㈱相談役） 

  

④退任予定監査役 

常 勤 監 査 役   小木曽 健 

 


